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公告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定による変更の届出があったので、同条第３項において

準用する同法第５条第３項の規定により、次のとおり公告し、当該届出書を縦覧に供します。

　なお、同法第８条第２項の規定により意見を述べようとする者は、縦覧期間満了の日までに知事あてに意見書を提出する

ことができます。

　　令和４年４月11日

	 長野県知事　阿　部　守　一

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　株式会社パルコ　松本店

　　　松本市中央１－10－30 ほか

２　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所

　　株式会社パル

　　　東京都豊島区南池袋１－28－２

３　変更した事項

　(1)	大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所並びに代表者の氏名

　　（変更前）

名称 代表者氏名 住所

株式会社良品計画 松崎　暁 東京都豊島区東池袋４－26－３

株式会社ジーユー 柚木　治 山口県山口市佐山717－１

株式会社フィールズインターナ
ショナル

丸山　紀之 兵庫県神戸市中央区港島中町６－８－１

株式会社エーアンドエス 白川　集一 東京都渋谷区千駄ヶ谷２－11－１

株式会社ファイブ・フォックス 上田　稔夫 東京都渋谷区千駄ヶ谷３－60－７

ナガホリリテール株式会社 岡田　健 東京都台東区上野１－15－３

株式会社ヌーヴ・エイ 松崎　充広 東京都渋谷区神泉町８－16　

株式会社マツヤマ 東條　実 東京都町田市原町田６－21－23　

株式会社アングローバル 押木　源弥 東京都渋谷区渋谷２－１－１

株式会社ＦＲＯＮＴＩＥＲ 小野島　剛 長野市大字南長野北石堂町1444

ゴディバジャパン株式会社 ｼﾞｪﾛｰﾑ・ｼｭｼｬﾝ 東京都港区六本木３－２－１

株式会社ソリッド 河西　久喜 松本市大手２－４－22

株式会社ＴＭダイニング 大野　哲治 松本市安曇2619

合同会社　ＰＶＨジャパン ｱﾚｷｻﾝﾀﾞｰ ･ ﾄｰﾏｽ ･ ﾁｭｰ 東京都千代田区内幸町２－１－６

株式会社名古屋中村 中村　太一 愛知県名古屋市中区大須３－35－31	

中村和隆 ― 松本市中央１－20－30

株式会社マークスアンドウェブ 松山　剛己 東京都目黒区東山１－11－10

株式会社カイタックインターナ
ショナル

赤木　政一 岡山市北区昭和町３－12

株式会社エフ・ディ・シィ・プロ
ダクツ

瀧口　昭弘 東京都品川区上大崎２－19－10

株式会社エイ・ネット 大滝　雄一郎 東京都港区南青山５－３－10

有限会社アルファイン 小幅　司朗 塩尻市大字洗馬2572

アニエスベージャパン株式会社 ｴﾁｴﾝﾇ・ﾌﾞﾙｺﾞｱ 東京都渋谷区神宮前2－22－16
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有限会社カワショウ 小田多井　昭夫 松本市中央１－10－30

株式会社レオスタイルジャパン 上野　辰徳 栃木県宇都宮市高砂10－10

株式会社三松 齋藤　徹 東京都武蔵野市吉祥寺本町１－８－３

有限会社ＵＴＡ５ 池田　由利子 神奈川県川崎市多摩区中野島１－14－１

株式会社ワコール 伊東　知康 京都府京都市南区吉祥院中島町29

ラプチャー 宮﨑　雄司 長野市南千歳１－７－10

ザボディショップジャパン株式会
社

倉田　浩美 東京都中央区日本橋堀留町１－９－11

株式会社ｏｕｇａ 中村　彰一 東京都世田谷区大原１－23－15

マツオインターナショナル株式会
社

松尾　憲久 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－20－10

株式会社ジョイフルまるやま 柳生　良隆 東京都葛飾区高砂５－35－12

合同会社シャウティ 桑原	大吾 松本市浅間温泉３－５－10

株式会社好日山荘 池田　真吾 兵庫県神戸市中央区浜辺通２－１－30

株式会社Ｒ1000 金子　一弘 福島県喜多方市字押切南２－11

株式会社エービーシー・マート 野口　実 東京都渋谷区神南１－11－５

株式会社エクスプローラーズトー
キョー

尾関　修司 兵庫県神戸市中央区港島中町６－８－１

株式会社コード 渡利　欣司 東京都渋谷区神宮前４－23－３－301

株式会社スピックインターナショ
ナル

門田　敏宏 東京都目黒区中目黒１－１－71

株式会社テット・オム 内野　伸彦 東京都千代田区平河町１－６－８

株式会社ニコル 木野村　尚孝 東京都渋谷区東１－32－12

株式会社ムラサキスポーツ 金山　元一 東京都台東区上野７－14－５

株式会社メンズ・ビギ 清水　英幸 東京都渋谷区南平台町17－12

株式会社ｅｆｆｅｃｔ 安田　宗市 愛知県名古屋市中区栄１－14－14

株式会社ＳＡＤＡ 佐田　展隆 東京都千代田区岩本町２－12－５

株式会社ダッチカンパニー 山中　厚史 東京都大田区大森本町１－８－10－1401

株式会社ピーナッツファーム 木浦　貴之 大阪府大阪市中央区南船場１－10－８－1105

島村楽器株式会社 廣瀬　利明 東京都江戸川区平井６－37－３

株式会社ゲオホールディングス 遠藤　結蔵 愛知県名古屋市中区富士見町８－８

株式会社ゾフ 上野　照博 東京都港区北青山３－６－１

株式会社ヴィレッジヴァンガード
コーポレーション

白川　篤典 愛知県名古屋市名東区上社１－901　

株式会社アニメイト 髙橋　竜 東京都豊島区東池袋３－２－１

　　（変更後）

名称 代表者氏名 住所

株式会社良品計画 松崎　暁 東京都豊島区東池袋４－26－３

株式会社ジーユー 柚木　治 山口県山口市佐山10717－１

株式会社フィールズインターナ
ショナル

大峯　伊索 兵庫県神戸市中央区港島中町６－８－１
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株式会社サザビーリーグ 角田　良太 東京都渋谷区元代々木町49－13

株式会社ファイブ・フォックス 上田　稔夫 東京都渋谷区千駄ヶ谷３－13－12

ナガホリリテール株式会社 岡田　健 東京都台東区上野１－15－３

株式会社ヌーヴ・エイ 松崎　充広 東京都港区西麻布２－24－11

株式会社マツヤマ 東條　実 東京都町田市原町田６－21－23　

株式会社ＴＳＩ 下地　毅 東京都港区北青山１－２－３

株式会社ＦＲＯＮＴＩＥＲ 小野島　剛 長野市大字南長野北石堂町1444

ゴディバジャパン株式会社 ｼﾞｪﾛｰﾑ・ｼｭｼｬﾝ 東京都港区六本木３－２－１

株式会社ＴＭダイニング 大野　哲治 松本市安曇2619

合同会社ＰＶＨジャパン 尾郷　高志 東京都千代田区内幸町２－１－６

中村和隆 ― 松本市中央１－20－30

株式会社マークスアンドウェブ 松山　剛己 東京都目黒区東山１－11－10

株式会社カイタックインターナ
ショナル

赤木　政一 岡山市北区昭和町３－12

株式会社エフ・ディ・シィ・プロ
ダクツ

瀧口　昭弘 東京都品川区上大崎２－19－10

株式会社エイ・ネット 大滝　雄一郎 東京都港区南青山５－３－10

有限会社アルファイン 小幅　司朗 塩尻市大字洗馬2572

アニエスベージャパン株式会社 ｴﾁｴﾝﾇ・ﾌﾞﾙｺﾞｱ 東京都渋谷区神宮前2－22－16

小湊　英輝 － 飯山市大字豊田1172

株式会社レオスタイルジャパン 上野　辰徳 栃木県宇都宮市高砂10－10

有限会社ＵＴＡ５ 池田　由利子 神奈川県川崎市多摩区中野島１－14－１

株式会社ワコール 伊東　知康 京都府京都市南区吉祥院中島町29

株式会社ラプチャー 宮﨑　雄司 長野市南千歳１－７－10

ザボディショップジャパン株式会
社

倉田　浩美 東京都中央区日本橋堀留町１－９－11

株式会社ｏｕｇａ 中村　彰一 東京都世田谷区大原１－23－15

マツオインターナショナル株式会
社

松尾　憲久 東京都渋谷区千駄ヶ谷４－20－10

ル・プレ株式会社 塚田　克好 埴科郡坂城町大字坂城6428

株式会社ジョイフルまるやま 柳生　良隆 東京都葛飾区高砂５－35－12

合同会社シャウティ 桑原	大吾 松本市浅間温泉３－５－10

株式会社好日山荘 池田　真吾 兵庫県神戸市中央区浜辺通２－１－30

株式会社Ｒ1000 金子　一弘 福島県喜多方市字押切南２－11

株式会社オフィスタナカ 田中　修平 東京都東五反田１－13－３

株式会社エービーシー・マート 野口　実 東京都渋谷区神南１－11－５

株式会社ＲＡＮＤＳ	ＷＯＲＫＳ 戸田　力也 松本市神林2948－７

合同会社山久商会 山下　公一 東京都福生市大字熊川字武蔵野1091－15

株式会社エクスプローラーズトー
キョー

尾関　修司 兵庫県神戸市中央区港島中町６－８－１
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株式会社コード 渡利　欣司 東京都渋谷区神宮前４－23－３－301

株式会社テット・オム 内野　伸彦 東京都千代田区平河町１－６－８

株式会社ニコル 木野村　尚孝 東京都渋谷区東１－32－12

株式会社ムラサキスポーツ 金山　元一 東京都台東区上野７－14－５

株式会社メンズ・ビギ 清水　英幸 東京都渋谷区南平台町17－12

株式会社ｅｆｆｅｃｔ 安田　宗市 愛知県名古屋市中区栄１－14－14

株式会社ＳＡＤＡ 佐田　展隆 東京都千代田区岩本町２－12－５

有限会社西沢書店 柳澤　輝久 佐久市野沢262－８

株式会社ダッチカンパニー 山中　厚史 東京都大田区大森本町１－８－10－1401

株式会社ピーナッツファーム 木浦　貴之 大阪府大阪市中央区南船場１－10－８－1105

株式会社ｗｅｅｄ 松井　浩昭 岡山県笹岡市甲弩2145－50

島村楽器株式会社 廣瀬　利明 東京都江戸川区平井６－37－３

株式会社ゾフ 上野　博史 東京都港区北青山３－６－１

株式会社ヴィレッジヴァンガード
コーポレーション

白川　篤典 愛知県名古屋市名東区上社１－901　

株式会社アニメイト 髙橋　竜 東京都豊島区東池袋３－２－１

株式会社アニエラ 小林　諒 松本市宮田５－13

４　変更した年月日

　　令和４年３月19日ほか

５　届出年月日

　　令和４年３月19日

６　届出書の縦覧の場所

　　長野県産業労働部産業政策課又は長野県松本地域振興局商工観光課　

７　縦覧の期間

　　令和４年４月11日から令和４年８月11日まで

８　意見書の様式

　　長野県大規模小売店舗立地法事務取扱要綱（平成12年５月19日付け12産振第137号）様式第８号による。

９　意見書の提出先

　　長野県産業労働部産業政策課又は長野県松本地域振興局商工観光課

産業政策課

公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第18条第１項の規定により、都市計画を変更し

たいので、同法第21条第２項において準用する同法第17条第１項の規定により、次のとおり公告し、当該都市計画の案を公

衆の縦覧に供します。

　なお、当該都市計画の案について、縦覧期間満了の日までに知事あてに意見書を提出することができます。

　　令和４年４月11日

	 長野県知事　阿　部　守　一

１　都市計画の種類及び名称

　　松本都市計画道路　３・４・11号宮渕新橋上金井線

２		都市計画を定める土地の区域

　　松本都市計画道路　３・４・11号宮渕新橋上金井線

　　平成12年長野県告示第399号の土地の区域のうち、松本市大字里山辺字西荒町の各一部を変更する。

　　なお、松本市大字里山辺字荒町、字兎川寺、字薄町及び字上金井は削除する。

３　都市計画の案の縦覧場所

　　長野県建設部都市・まちづくり課、長野県松本建設事務所、松本市役所
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都市・まちづくり課

４　縦覧期間

　　自		令和４年４月12日

　　至　令和４年４月25日

公告

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項の規定により、令和４年度において特定調達

契約（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号。以下「特例政令」という。）第４

条の特定調達契約をいい、建設工事の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及び工事監理の委託並びに森林整備業務の請

負及び委託を除く。）の締結が見込まれるため、一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「競争入札参加資格」

という。）等を次のように定めました。

　なお、長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約（建設工事の請負並びに建設工事に係る測量、調査、設計及

び工事監理の委託並びに森林整備業務の請負及び委託を除く。）に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格

（平成30年長野県告示第588号）に基づく申請を既に行った者で、令和７年３月31日までの競争入札参加資格を有すると認められる予

定の者は、この公告に基づく申請の必要はありません。

　　令和４年４月11日

	 長野県知事　阿　部　守　一

第１　特定調達契約の締結により調達をすることが見込まれる物品等及び特定役務の種類

　	　令和４年度において、特定調達契約の締結により調達をすることが見込まれる物品等（特例政令第２条第３号に規定する物品等をいう。）

及び特定役務（特例政令第２条第４号のイに規定する特定役務をいう。）の種類は、次のとおりです。

　１　物品等

　　　事務機器、機械・機器、車両、工事用材料、電気等

　２　特定役務

　　　電子計算機サービス及び関連のサービス、建築物の清掃サービス等

第２　競争入札参加資格

　１　競争入札参加資格の種類

　　(1)	競争入札参加資格は、次に掲げる契約の種類ごとに付与するものとします。

　　　ア　製造の請負

　　　イ　物件の買入れ

　　　ウ　その他の契約	

　　(2)	競争入札参加資格は、前号に掲げる契約の種類ごとに次に掲げる等級に区分するものとします。

　　　ア　Ａ（契約予定金額の制限なし）

　　　イ　Ｂ（契約予定金額1,000万円未満）

　　　ウ　Ｃ（契約予定金額300万円未満）

　　(3	)	予算執行者は、前２号の規定にかかわらず、特に必要があるときは、他の等級の競争参加が可能となるような弾力的な競争参加を認

めることができます。

　２　競争入札参加資格の申請に必要な要件

　　　競争入札参加資格の申請をすることができる者は、次の各号の全てに該当しない者でなければなりません。

　　(1)	競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者

　　(2)	地方自治法施行令第167条の４第２項各号に掲げる者で、競争入札に参加することを停止された期間を経過しないもの

　　(3)	前号に掲げる者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者

　　(4	)	都道府県税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者（個人にあっては、都道府県税並びに消費税及び地方消費税並びに個人

住民税を滞納している者）

　　(5)	営業に関し、許可又は認可を必要とする場合においては、これを得ていない者

　　(6	)	長野県暴力団排除条例（平成23年長野県条例第21号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関

係者

　　(7)	申請の日において、労働保険、厚生年金保険又は健康保険に加入していない者（加入義務のない者を除く。）

　３　競争入札参加資格の審査

　　(1)	競争入札参加資格の審査は、次に掲げる事項について行うものとします。

　　　ア	　競争入札参加資格の申請をする日（以下この号において「申請日」という。）の属する事業年度の前事業年度又は前々事業年度のい

ずれかの決算における売上高

　　　イ　アの売上高と同一の事業年度の決算における純資産の額



11令和４年（2022年）４月11日（月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第295号長　 野　 県　 報

令和４年（2022 年）４月 11 日発行（毎週月・木曜日発行。ただし休日の場合は翌日）
発行　長　野　県　〒 380-8570（専用番号）長野市大字南長野字幅下 692 の 2　電話 026（232）0111

　　　ウ　申請日までの営業年数

　　　エ　申請日における事業に従事する従業員の数

　　　オ　アの売上高と同一の事業年度の決算における流動比率

　　　カ　アの売上高と同一の事業年度の決算における製造設備の額（製造の請負の競争入札参加資格の審査を申請する者に限る。）

　　　キ　申請日における次の状況（長野県内に本店を有する者に限る。）

　　　　(ｱ	)	品質確保の状況

　　　　(ｲ)	環境配慮の状況

　　　　(ｳ)	障がい者の雇用の状況

　　　　(ｴ)	労働環境の状況

　　　　(ｵ)	地域貢献の状況

　　　　(ｶ)	ＳＤＧｓの取組の状況

　　(2	)	 競争入札参加資格の審査の方法は、長野県の調達する製造の請負、物件の買入れその他の契約（建設工事の請負並びに建設工事

に係る測量、調査、設計及び工事監理の委託並びに森林整備業務の請負及び委託を除く。）に係る一般競争入札又は指名競争入札に

参加する者に必要な資格に関する取扱要領（平成28年11月９日付け28契検第86号会計局長通知）に定めるところによります。

第３　競争入札参加資格の有効期間

　　競争入札参加資格登録日から令和７年３月31日までとします。

第４　競争入札参加資格の審査に関する書類を入手する方法

　	　申請に必要な様式等及び申請の手引は、長野県公式ホームページ内の次のページからダウンロードしてください。また、第５第２項の場所

においても入手できます。

　１　令和４・５・６年度競争入札参加資格審査申請関係様式（製造・買入れ・その他）

　　　https://www.pref.nagano.lg.jp/kensa/kensei/nyusatsu/bukken/documents/2022_2024sankasikaku_yoshiki.html

　２　長野県競争入札参加資格審査・申請の手引き（製造の請負・物件の買入れ・その他の契約）

　　　https://www.pref.nagano.lg.jp/kensa/kensei/nyusatsu/bukken/documents/documents/456tebiki.pdf

第５　競争入札参加資格の審査に係る申請の方法等

　１　申請の方法及び申請書等の提出先

　　　競争入札参加資格審査申請書（令和４・５・６年度用）に、必要な書類を添えて、郵送又は持参にて次項の場所に提出してください。

　　	　なお、持参による受付は、長野県の休日を定める条例（平成元年長野県条例第５号）第１条第１項に規定する県の休日を除く午前９時か

ら午後５時までです。

　２　申請書等の提出先

　　　〒380－8570　長野県長野市大字南長野字幅下692－２

　　　長野県会計局契約・検査課用品調達係

　３　申請の時期

　　　随時受け付けます。

　４　申請書等の作成に用いる言語等

　　(1)	日本語で記載してください。やむを得ない理由により外国語で記載する場合にあっては、日本語の訳文を添付してください。

　　(2	)	外国の事業者にあっては、申請書等の金額欄は出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外国貨幣換算率に

より換算した邦貨額を記載してください。

　５　競争入札参加資格審査結果の通知

　　　競争入札参加資格登録通知書を申請者に郵送することにより通知します。

契約・検査課


